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土ネ’ルギーの総合的有効利用

理事・東京電カ株式会社副社長堀 一　　郎

　８０年代に入ってわが国を取巻く厳しい諾情勢の中にあってエネルギー問題の解

決は，最重要課題といっても遇言ではない。脱石油を目指す代替ユネルギーの開

発を推進せねばならないが，電力にとって輸入による石炭火力，地熱発電の増加
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甲発を推進することも必琴であ乱　しかし・エネルギー需給を確保するための本

命は，省干ネルギー方策の工夫と，原子力発電の開発であろう。

　ここで視点を替えてエネルギー間題の原点に立返ってエネルギーの総合効率化

を図る余地はないかと検討することも重要と，思、う。われわれの利用するエネルギ

ーは，大部分は資源エネルギーから一度熱エネルギーか電気エネルギーの過程を

経で仕事を行ない，其の際のロスは主として熱エネルギーとなって廃棄されてい

る。

　熱と電気の比率は現在７対３の割合であるが，次第に電気エネルギーの比率が

高まり，２０００年代には半々となると予想されている。そこで，熱と電気のエネル

ギーを如何に総合的に有効に利用するか，又廃棄されるロスユネルギーを如何に

回収するかということが，大ぎな問題として残されている。

　北欧に於ては，熱併給発電が古く．から行なわれているが，昨年１０月コペンハー

ゲンで開催された世界トータルエネルギー会議には，．各種の熱併給に関する論文

が多数発表され興味深い。発電に於けるエネルギーの総合効率化の事例としては，
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　又鉄鋼産業に於いては，高炉炉墳圧発電，熱水タービン発電，フロンタービン

発電等が一部実施され熱回収に貢献しており，化学工業でもアルミニウム溶解炉，

石油精製時の排熱利用等が行なわれているが，最近苛性ソーダエ業で，副生水素

を利用して燃料電池による発電を行い，直流のまま電解用に回収する方式が電気

化学協会より提案され５電力貯蔵の効果もあり発電コストも安くなるので，電力，

化学工業界で注目されている。

　以上の様な，’エネルギーの総合的有効利用の途はまだ多く残されていると思わ

れるので，斯界の一層の協力を切望するものである。　　　（ほり　いちろう）
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アメリカにおけるエネルギー情勢の

長期分析

一フォード財団の報告書を中心として一

鈴　木　篤　之

１．フォード財団のエネルギー研究
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第３弾ともいうべき報告書「ユネルギー：今
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日本エネルギー経済研究所の手による邦訳が

刊行される予定といわれるが，多くの示唆に

富む指摘が含まれているので，簡単に紹介し

たい。

２．　７つの基本認識、

　報告書では，その結論として，まず今日及

び将来のアメリカのエネルギー情勢に関する

分析の結果を７項目に整理し，次いで，それ

らの認識のもとに，現行アメ．リカのとるべき

道として９項目の提言を行っている。

　７項目の分析結果とは，次のようなもので

ある。

　（１）世界はエネルギーを使い果す訳ではない。

　アメリカ及び世界は現在，尚，多くのエネ

ルギー供給量を有している。量的には，今後

１００年間あるいはそれ以上の需琴量を十分賄

い得るものと考えられる。今日の供給制約は

物理的量の間題ではなく，政治的及び環境上

の要因に基づいている。特に，特定の種類の

エネルギー源に偏って依存している点や，エ

ネルギー需給構造を変化させることに臆せず

立向うことを避けている杜会の仕組に問題が

あるのであって，適切な方策と計画，そして

ある程度のコスト増はやむを得ないとする合

意ができれば，今後ξも穏かな需要増は可能

であり，物理的量め不足に基づくいわゆる需

給ギャップはおきない。

　（２）中東原油には大きなリスクを伴㌔しかし，

　　世界的に争てエネルギー源の中東俸存は当分

　　続けざるをえない。

　使い易い安価なエネルギー源は限られてい

る。しかも，それは政治的に極めて不安定な

地域に偏在している。このために，７メリカ

ばかりでなく多くの国々がへ突然供給停止に

見舞われるかも知れない”という恐怖に常に

さらされている。アメリカ及び同盟国が，．こ

の大きなリスクを今後の２０年間に解消するこ

とができると，あるいはそうすべきであると

２一



いう主張を信ずることは誤りである。このリ

スク負担から逃れることは徐々に行なわれる

べきであり，また，コストのかかることであ

る。突然の供給停止は急激な価格つり上げよ

りも重大な影響を与えるであろう。高価格の

原油を輸入せざるをえないということは，代

替源がそれでもなお経済的ではないという事

実に基づくものである。アメリカに限ってい

えば，高価格原油の輸入が貿易収支へ及ぼす

影響は軽視でぎないが，適切な施策があれば

大間題という程のことにはならないであろ

う。いずれにせよ，輸入原油が国産の代替

演，あるいは省エネルギーより安価である限

り，原油の輸入は経済的に意味のあることで

ある。世界の石油価格の上昇を減速させる最

善の方法は，原油を輸入することに伴う杜会

的隈界費用が国内のエネルギー需給構造に反

映されるような仕組をつくるごとである。反

面，その杜会的隈界費用以上のコストを払っ

てまで，原油の輸入を抑えようとすることは

好ましくない。

　（３）エネルギーの高コスト化は避けられない。

　　しかし，それが価椥；＝反映されるようにして

　　おけぱある程度はけん制できる。

　使い易い安価なエネルギー源は限られてい
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定がなくても，エネルギー源の高コスト化は

避けられない。しかし，高コストとなっても，

経済成長や生活様式に深刻な打撃を与えるこ

とがないようにできる途は残されている。高

-1
個人所得の伸びが低下することはあっても，

その低下の度合は相対的な鈍化に止まり，一生

活条件を基本的に変化させることは意味しな

い。要は，原油価格の急騰に対して，いかに

適切に対応するかということ，すなわち，失

業やインフレが極端に，かつ，不必要におこら

ないような政策準備をしておくことである。

このことに関連して，１９７３年の経験が十分な

教訓を与えており，制度的に最適な調整が可

能であるという見解もあるが，これは楽観的

にすぎるであろう。エネルギーが高コストと

なることは，まぎれもない事実であるから，

価格をコントロールすることによって，高コ

ズト化を中和することができると考えるのは

まちがっている。かえって需給のアンバラン

スを生み，結果的に高価格化を助成する。従

って，価格のコソトロールは行うべきでなく，

真のコストや安価な石油資源の稀少性が価格

に反映するように市場メカニズムにまかせる

ことが大切である。低所得者層の間題は，別

の観点からの個別の政策をとるべきである。

　（４）　環境間題は深刻，かつ管理が難しい。

　環境間題には２種類のものがある。１つは

規制すること自体決して容易でない問題であ

り，他の１つは規制することはできてもコス

トのかかる間題である。一前者の例にいわゆる

-1
がある。この両者を比較した場合，本質的に
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は，その環境へのインパクトを科学的セこ明ら

かにして行くこと，そして，化石燃料以外の

エネルギー源の開発に努カすることが肝要で

ある。後者については，技術的，経済的に解

決できないという程の問題であるとは思われ

ない。問題はアメリカのとっている環境政策

にある。環境問題，例えば大気汚染問題では，

現在なお多くの環境生態学的にみて不明な点

があり，また，現象自体複雑で同定が困難で

あるという側面をもろている。にもかかわら
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ず，現在のアメリカの環境政策は，問題は科

学的に究明されることで．あり（あるいは，さ

れたことであり），厳格にかつ詳細に規制値

が設定されるべきであるとの前提にたってい

る。この緒果，現在のアメリカにおけるエネ

ルギ’一と環境との相反性は，ある意味で益々

深刻化しており，また，ある意味で不当に厳

しい条件が課せられているという状況におち

いっ」ている。より大切なことは，いつ，いか

にして，・どこまで環境規制を行なうかという

ことについて，’社会的な意志決定を行ないう

るような状況をつく’ることにあり，より融通

性に富んだ杜会が，常に環境保全を行なうこ

とにインセン・ティブを感じるような仕組をつ

くることである。

　（５）省エネルギーは量的にも十分意味のあるエ

　　ネルギー源と考えられる。

　省エネルギーとは，基本的には，高エネル

ギー価格に対して弾カ的，かつ理性的に対応

した結果表われるユネルギー需要の減少とみ

なしうる。エネルギー需要の減少によってエ

ネルギー供給量を実質的に下げられるのであ
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えることもでぎる。アメリカの杜会は，低価

格のエネルギーに贋れっ’こになってしまって

いる結果，急激なエネルギー効率の向上は期

待できない。価格弾カ性を通じて，エネルギ

ー需要減がもたらされ，効率的にエネルギー

を利用することの重犬さは徐々に認識されて

いくこととなろう。もっとも，市場メカニネ

ムばかりでなく，政府による教育，訓練や電

気製晶にエネルギー効率の表示を義務づける

一などの啓蒙的活動は，消費者の注意を喚起す

る上で有効である。自動車の燃費については，

規格化すると種々の摩擦を生じ易いので，む

しろ，税制措置の方が好ましい。しかし，こ

こで大切なことは，省エネルギーによって，

エネルギー問題が解決できるとい一う錯覚をも

ってはならないことである。たしかに，．過去

におけるアメリカの今後２０年間の需要予測例

がいずれも過大評価であったことは，高価格

化に伴う省エネルギー努カがあることを兄お

としていた点にあった。この結果，需要減に

よって供給への圧力も予期された程ではなか

った。しかし，省エネルギーにもコストのか

かることを忘れてはならない。要は，コスト

／ベネフィットであって，経済的に保証され

る範囲において，省エネルギー努カは徹底的

に追求されるべきであるが，それは工’ネルギ

ー間題解決の１つの手段でしかない。

　（６）将来，深刻なショ’ヅクや不測の事態がある

　　ことを覚悟しておくべきである。

　このようなシ当ツクや不測の事態，状況の

変化には２種類のものがある。１つは，世界石

油市場の不安定性，すなわち，突如の供給停

止や価格の不当な急騰である。また，１つは

将来のシステム全体に係わる不確実性に起因

一
す る問題である。世界の石油市場の不安定性

については，前にも述べたように極めて深刻

である。もし，そのような事態に対して適切

に対応でぎなければ，その結果予想される経

済的混乱は深刻である。過去においてアメリ

カ政府のとってきた政策，すなわち，石油価

格のコントロールと配分システムは不当にコ

ストがかかることを露呈した。大切なことは，

より適切な非常時体制を築くこと，高価格化

への長期的対応策である。そして一，これら２

者の政策は基本的に別個の・政策として取扱わ

れるべぎである。システム全体の不確実性に

-1
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いえば，その環境影響は果してプラスかマイ

ナスかも現在のところ明らかでない。研究開

発リスクでは，代替源の開発に成功するかし

ないか，すなわち，研究開発資金の回収がで

き一るかどうかという不確実性がある。我々は

この第２のリスクについて，好ましくない事

態や状況の変化に対して，保守的に対処する

ばかりでなく，好ましい事態の変化を事前に

知り一うるような機会をできるだけ多くもつと

いう努カが必要である。．

-1
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　エネルギー間題は，特定の技術の開発によ

って解決できる訳ではない。その意味で，宇

宙計画や軍事技術の開発計画との類似性はな

い。問題は，技術的に利用可能なエネルギー

源をクリーン・エネルギーにかえて利用する

ことにはコストがかかるということであり，

物理的なエネルギー不足は存在しないという

点である。エネルギー源の開発とは，利用可

能なエネル幸一源を実際に用いる場合のコス

トをより低減させることを意味する。研究開

発投資は，エネルギーの生産，消費をより安

く行ないうるようにすると同時に，その環境

へのインパクトをより明らかにすることに対

して行なわれるべきものである。ある１つの

特定の技術が，今後２０年間のエネルギー問題

を，一挙に解決することはありえない。むし

ろ，個々の小さな技術革新の積み重ねに期待

するところが大きい。しかし，だからといっ

て，エネルギー生産や省エネルギーの方法を

より多く開発していくことが大切なのではな

く，より経済的な方法を明らかにしていくこ

とが大切であることを忘れてはならない。こ

の点から研究開発努カでは私企業の役割が大

ぎい。政府のなすべきことは，最少限にとど

めるべきであって，いわゆる基礎研究の援助

’と個々の新技術については，経済的，政治

的，法的制度をつくる上で必要な範囲での技

術援助などにとどめるべきである。研究開発

-1
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まで仮に助成が必要であったとしても，それ

は私企業の主体的参加が前提である。

３．　９つの提言

　このような情勢分析と認識の上に立って，

次のような９項目の提言を行なっている。

-1
　のためには，市場メカニズムを最大限に活

　用すべきである。そうすることによってエ

　ネルギー政策の他の多くの側面を簡素化で

　きるか’らである。その意味で，まず石油及び

天然ガスの価格規制は廃止すべきである。
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　エネルギーを用いるに際して，その限界費

　用を負担し，・生産者はそれに対応して利潤

　最犬化生産計画をたてられるような仕組，

　すなわち，限界費用筥価格の原則をでぎる

　だけ適用すべきである。

-1
　主体的参加が前提であり，政府の役割は初

　期の段階での競争や包括的判断を円滑にす

　る範囲にとどめるべきである。大規模な実

　証許画への政府の参加は，仮にあったとし

　ても，例外的なものと考えるべきである。

　たとえば，高速炉計画は既に大規模になり

　すぎており，計画も技術的に狭く考えすぎ
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ている。今後２０年間のうちに経済的になる

とは考えられず，今はより基礎的研究の段

階あでる。

（肘）環境政策は基本的に改善すべきであ

る。現在の規制一辺倒の施策から，環境保

全に社会全体がインセンティブを感じるよ

うな，きめの細い柔軟性に富んだ施策に切

換えるべぎである。

-1
非常時体制を準傭しておくべきである。特

に，実効的石油備蓄計画が犬切であり，備

蓄石油の価格の設定にも市場メカニズムを

導入すべきである。備蓄石油価格は供給制

限前と後の価格ギャップを埋め，短期間で

あっても破局的価格上昇を緩和する効果を

もちうる。

-1
は，継続的にそれを解決して行くという努

力が必要である。長期的にみた場合，軽水

炉はアメリカ及びその他の先進国で経済的

に重要な供給源である。廃棄物処分間題に

ついて，現在最終的判断を下す時期に来て

いるとは考えないが，核拡散の間題につい

ては，国際的枠組の申での対応策を，継続

的にみつけていく努力が大切である。

-1
値する。現在の石炭開発計画は，技術的に

可能なプロセスを示すことには役に立って

も，より経済的な方途をみつけることには，

必ずしも効率的であるとはいえない。より

クリーンな形態への変換利用という観点

に，より絞るべきであり，また，低コスト

の石炭が産業界一般で利用でぎるよう，連

邦政府による石炭のリースという考え方も

検討されてよい。

-1
の供給手段として，精力的に追求されるべ

きである。エネルギー価格が，実際には限

界費用を十分反映できない場合には，省エ

ネノレギニの気風が十分浸透するまで，ある

程度の一時的助成や教育，啓蒙は有効であ

る。

-1
る点について，排除していくことが肝要で

ある。太陽熱は，今後２０年間をみた場合，

重要な役割を演じていこう。しかし，特軍

の太陽熱技術によってではなく，種々の利

用方法が地域，地域の情況に応じて利用さ

れよう。各個人にとっての割引率は，杜会

全体のそれに比べて，明らかに高いので，

高額の設備費を要する太陽熱利用装置は，

敬遠される傾向があり，この意味で一時的

な助成は必要であるが，省ユネルギーと同

じく，基本的にはエネルギー価格の市場条

件によって，消費者が自主的に判断できる

よう方向づけを行ってゆくべきである。

４．　ハーバード・スタディとの相異点

　以上，フォード財団の報告書「エネルギー

：今後２０年間」について，簡単に紹介したが，

ここ，１，２年の間にアメリカでは，同様の展望

にたったエネルギー情勢の分析に関する報告

書が，この外にもいくつか刊行されている。

①　リソーシズ・フォ・ザ・フユーチャ研究

-1

-1
-1

-1
-1

-1
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-1

-1
　テム”研究委員会編，「過渡期，１９亭ト２０１０

-1
　１９８５－２０１０）　」

　上に挙げたものがその代表例である。この

うち，②のハーバード大学の報告書は，最近

日本経済新聞杜から邦訳がだされ，⑧の学術

会議の研究報告については，当エネルギー総

合工学研究所の手による邦訳の計画がある。

　これらについて，それぞれ紹介する余裕は

ないが，筆者の感じるところでは，大筋とし

て，①と⑧はフォード財団の結論に極めて類

似した結論を導いているのに対し，②のそれ

は，いくつかの点で際立った相異を示してい

る。その相異点について，要約すると（＊）印

は，部分的には，他の報告書ゼも指摘されて

いる）；

（１）石油価格のコントロールをやめ，隈界費

　用が価格に反映するような市場条件を編

　みだしたとしても，社会的限界費用は既に

-1
　価格を上げるという方向より，むしろ基本

　的需給構造の変換が迫られている。

（２）＊）石炭は短期的あるいは中期的には伸び

　るであろうが，環境，輸送，管理，労働な

　どの講問題が山積しており，その解決には

　時間がかかる。

（３）原子力は，軽水炉を含めて，安全性，環

　境，コストの面から，行き詰りにぎており，

　今後の有効なエネルギー源としては，期待

　でぎず，また期待すべきでもない。

（４）アメリカの過去におけるエネルギー政策

　の基本的問題点は，化石燃料の供給を需要

　に応じてふやすメカニズムとハード技術を

　開発するという点に，過大に依存しすぎて

　きた点にある。

（５）経済学者は，エネルギー問題を扱う上で，

　計量経済モデルに頼りすぎ，政治的あるい

　は制度的制約や市場の不完全性を無視して

　きた。

（６）＊）技術者は，へ技術的固定観念”にとら

　われ，ハード技術を指向しすぎてきた。

（７）このような暗たんたる状況を解決する途

　は，結局，省エネルギーと太陽熱（木炭，

　水カ等の再生エネルギー一般を含む）に頼

　る外はない。過去において，これらが利用

　され易いような経済的，制度的措置がとら

　れていなかったが，もしそれらの措置がと

　られ，十分公平な機会が与えられるならば，

　今世紀末までに省エネルギーによって３０～

　４０％の需要節約は可能であり，また，太陽

　熱によって全供給量の２０％程度を賄うこと

　ができよう。

　このハーバード大学のスタディを主宰した

-1
ープの一員でもあった。従って，分析に用い

られた情報の種類や量において決定的な差が

あったとは思はれない。にもかかわらず，こ

のような著しい相異点がみられることは，少

くとも筆者には，単なる見解の柏異として看

過してしまうおけにはいかないように思われ

る。一見，荒削りとも思われるハーバード大

学のスタディが，大変な評判となったのに対

し，客観的立場をでぎる’だけ貫いているフォ

ード財団のスタディがそれほどでもないこと

は残念なことである。（すずき　あつゆき

研究嘱託，東京大学工学部助教授）
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研究開発のリ ス１ク分一析’（身）・

近　藤　駿　介

１．序

研究開発のリスクは，目的を達成するため

の投資（時間，人，金）と目的を達成できな

い確率の関数である。前号では，リスク解析

は，これらの投資と確率の関係を求め，リス

ク軽減の方策を探索することであるとし，こ

-1
ると述べた。

-1
　掲載分の目次

１．遠くはより遠く．に，近くはより近くに

-1
　２．１　はじめに

-1
　　　　効か

　　１）アローダイアグラム’

　　．２）所要時間と所要費用の関係

　　３）所要時間は不確かな量である

-1
-1
-1
　ョン

今回は，「この方法が実際に使えるか？」

という疑問に答えてみる。この疑問は，．「こ

の手法で研究開発プロセスのモデル化がで一き

るか？」，「も’しできたとして必要なデータ

が入手できるか？」という疑問に分解できよ

う。そこで，２．で前者を，３．で後者を考

察し，更に４．ではこのリスク解析で評価す

べきリスク軽減策について考察してみる。

-1

　研究開発過程は，一つのシズテムとして理

解できる二ところで，’システムをモデル化す

るには，（１）システムを構成する要素の挙

動が理解されていること，（２）システムが

定義されていること，が必要である。第’１の

条件は，研究開発遇程が各種の決定や判断，

そして実作業の組み合せであり，それらを結

合しているのは情報であるから；これらの要

素における入出カ清報の関係をモデル化でき

-1
いては，これらの要素をネットワークの枝や

-1
ているので，それが最良の方法か否かの疑間

はあるにしろ，（１）の条件は満たされでい

るといえる。

　・（２）の条件は，具体的には全ての要素の

出カに対して，その後のプロセス，つまり要

素の連なりが定められていることを求めるも

ので，たとえば，出力の有様によって対応が
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異なる場合にも，それぞれに対応したプロセ

スがあらかじめ知られていることを求めてい

る。

　これに対して，研究開発においては，ある

試行の結果思いもよらぬことが見出されるこ

とが多く，それに対してあらかじめ対応を定

めておくことはでぎないとか，他の分野の思

いもかけぬ発見発明が当該研究開発の様相を

著しく変えてしまうことがありうるので，先

のことを考えておくのは無理だ，と主張され

れば，当然モデル化はでぎないことになる。

研究開発，特に基礎的な研究開発にはそうし

た性格が強いことは否定でぎないが，一方，

ある技術の現状がそういう段階で，明日何が

飛びだすかわからないということであれば，

計画的に投資を行って，特定の時期にヱネル

ギー供給カの一翼を担うことを期待するべき

対象ではあり得ず，従ってリスク解析の対象

にもなり得ないであろう。このことから，リ

スク解析が要望されるような大規模研究開発

では，研究開発の展開の巾が少くとも確率的

に定められるべきであるということができ，

従って，（２）の条件は満たされるものと判

断してよいであろう。

３．必要なデータが入手可能か

　研究開発過程のモデルにおいて考察するべ

きシステム要素は，決定，実作業（実験，試

作），そして判断であると述べた６それらの

うち実作業についてのデータが入手可能であ

ることは明らかである。決定と判断は図１の

ようにモデル化されるものであるが，そこで

重要な入カパラメータは，このプロセスに予

-1
-1

-1

-1
　　？ト

-1
-1　　ム-1

図・１　決定，判断のモデル

-1
は，システムの定義に係わるものであり，こ

こで特に述べる必要はないが，それの選び方

-1
-1
的達成するも付加的な困難が予想外に増大し

-1
要，というよう、に，その後に連なるべき研究開

発活動が大巾に異なるようにするのがよい。

-1
れの様柏の発生確率の入手法である。これは，

これから行われることの結果についての値で

あるから，主観的確率であることは明らかで

ある＊）。そこで，間題は誰の主観を採用する

のが分析の目的に適するのかということであ

るが，その前提として大切なことは，間題と

なる決定なり判断がそれぞれ専門家を見出し

得る程度までに細く分析されていることであ

る。そうすると上の問題の答は，「間題とな

っている決定なり判断の専門家の主観を尊重

するべし」，ということになる。この場合は，

その専門家の専門二性を客観的に判断でぎる情

報を同時に入手しておいて，これをその判断

の重みづけに使うことも考えられる。これは，

（注）＊）　ここに主観的な確率を使うことをもっ

　　て，このリスク解析を否定する人がいるが，

　　特に研究開発の関係者がそういうのは奇妙な

　　ことである。
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当該研究開発に利害のかかった専門家が，専

門能力の範囲を趣えて他分野にまで耳学間で

判断を下すことを避けるのに有効である。こ

の場合には，判断でなく希望が提出されてし

まうのであるが，現実には，意志決定者が，

そうしたいわば主唱者の希望を専門的意見と

取違えてしまうケースが少なくないといわれ

る。

　具体的に専門家の意見を集める方法には，

デルファイ法や面接法などがある。デルファ

イ法は，関連分野の多くの人に意見を聞き，

意見の分析，・偏りの原因を見極めつつ，収束

をはかる方法であるが，とかく中間的な答が

出カされ易く，当該プロジェクトの特徴をつ

ぷす結果になり易いといわれる。比較的有力

な方法とされているのは，専門家の面接であ

-1
の意見交換により作業の趣旨の理解がえられ

たと判断してから専門的判断を提出して貰う

ので，解析者にとっても問題の本質を理解す

る絶好の機会であり，かつ，双方の対話が成

立しているので，後にネッワークを修正した

時の意見入手も容易となる。ただし，対象と

する研究開発が多くの分野にまたがり，総合

的な活動を要するものであれば，面接の労カ

は極めて大きなものになることは覚悟しなけ

ればならない。

４．　リスク軽減策の評価

　研究開発のリスクの変更のためには，プロ

グラムの完了時間を早くしたり，達成確率を

大きくしたρすることが考えられる。それら

が具体的にどのように投資水準を変更すると

-1
ないとリスク軽減につながるか否かは不明で

あるが，この２つの量の変更可能性を評価し

ておくことは首題の目的に必要である

４．１プログラム完了時間の短縮

　研究開発計画の完了時間の短縮法として

-1

-1
加投資により減少していく方法がある。この

場合には，プログラム所要時間が投資の関数

として得られることになる。この場合，各作

業が予想される最少時間でなされる場合より

短い達成時間を得ることはできないのは当然

である。’

　更にプログラム所要時間を短くするには，

研究開発における要素相互の関係を変える必

要がある。この方向で使われる考え方の１つ

は，研究開発において通常とられる１つの分

野の研究開発を他の分野の成果の達成をみて

実施するという論理を部分的に放棄するもの

である。例えば，核融合研究開発においては，

通常炉心プラズマの研究成果が上つて安定な

プラズマが生成でぎることが証明されてか

ら，これを動力炉として利用する技術開発を

始めるというのが１つの開発戦術である。こ

れに対して計画（すなわち核融合動カ炉を得

ること）をより早期に達成するためには，炉

心プラズマ研究と動カ炉技術開発を並行して

進めるべしという主張があるが，これは上述

の考え方に従ったものと言えよう。この場合，

本来後に位置すべき技術開発を並行させるの

であるから，少くとも無駄な研究開発の発生

する恐れ，つまりプログラムコストの上昇は

否定でぎない。

-1
のがある。これは，研究開発が図・２のよう
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-1

-1

-1

　　　　　←．

-1

-1

に何段かの開発段階から構成されている場

-1
-1
ように前段の活動途中で当該段に係わる活動

を開始してしまう結果，前段の成果は次々段

の活動開始に参考にされるものである。

　このようにすれば，みかけ上は明らかにプ

ログラム達成所要時間は短縮される。しか

し，同時に成功確率が減少する可細性がある

ので，注意が必要である。

-1
提案されることがある。例えば，原型炉建設

の途中段階で実証炉の建設にコミットすると

か，あるいは実証炉の運転結果を見ずして実

用炉を発注（受注）してしまうという提案で

ある。後者の試みが失敗に終？た例としては

-1
ある。

　４．２失敗確率の減少策

　研究開発におけるある目標の達成確率を上

昇させる手段として，最も簡単なのは，図・

３のように，失敗した時に修理（変更）してや

り直すことをあらかじめ計画に織込んでおく

ことである。これは，日常的に行われている

方法であるが，修正に要する時間をあらかじ

-1
な表現をしておくのがよい。

　次に考えられるのは，同一の目標に対して

２つ以上の計画を並行して走らせる方式であ

る。図・４にその例を示すが，このようにす

れば，目標達成確率が上昇することは付して

ある演算から明らかであろう。ただし，ここ

-1
-1
性が共通の困難によることのないよ’うな計画

-1
原理的困難により失敗する可能性が高いとす

れば（いわゆる共倒れである），並行開発の

-1

-1

○、
-1

-1
-1

-1
-1

-1

図・３ 修正言十画の導入
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-1

２　　　　　　　　　　　　３
-1

-1
-1-1

-1
-1
-1
-1

図・４ 並行開発モデル

-1

-1
-1

図・５ 交差並行開発モデル

有効性は減少してしまうことは明らかであ

る。

-1
-1
がる交差並行型の言十画とするのがよい。この

具体例を図・５に示す。．

５．終　り　に

　以上，大急ぎで前報の不足分を補ってみた。

-1
肩を入れすぎて，その利用法という形で問題

点を述べてしまった気もする。その点筆者の

浅学をお許しいただきたい。

　終りに関連文献を示しておく。御参考にな

れば幸いである。

参考文献

-1

-1
-1

-1

-1
　滋男，アクティビテいネットワーク，日刊工
　業新聞社，工９７９）・

-1
-1

-1

-1
-1
-1
-1
-1

-1
　ぱ，

-1
-1
-1
-1
-1

-1
　開発戦略に影響を与えたものとしては，次の２
　つが著名である。

-1
-1
-1
-1
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-1
-1

-1
（１９７３）．

-1
-1

-1

-1
-1
（ユ９７６）．

（こんどう　しゅんすけ　研究嘱託，東京大

学工学部助教授）
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-1

エネルギー技術データベース機械技術

分科会報告

成　合　英　樹

１．はじめに

-1
体系化法の開発研究委員会（以下本委員会と

いう）の下に，実際にデータベースの構築作

業を行うグループとしていくつかの分科会が

設置されている。機械技術分科会は，材料技

術分科会に続く２番目の分科会として昭和５４

年９月に発足し，１年間にわたる作業を終え

このほどエネルギー技術データノ＼ンドブック

機械技術編第１次版のとりまとめを行った。

ここでは，本分科会のこの１年の活動の概要

を中心に，我々の考えている機械技術データ

ベースとはどのようなものであり，また，今

度発行されたデータハンドブック機械技術編

とは如何なるものであるかを紹介したい。

２．機械技術分科会の活動

-1
のデータベースの目的や開発方法の概要につ

-1
-1
本委員会の第１，２年度報告書を参照して頂

ければよく，さらに，材料技術分科会の活動

-1
中心としたデータベースの概要が記され，か

つハンドブック材料技術編第１次版が発行さ

れている。機械技術分科会としては，これら

全体のわく組みの中で如何なる形のデータベ

ースを，如何にして開発するか検討しつつ活

動を行った。

-1
本委員会第１年度報告書に言己載されているよ

うに，データベースの主要座標軸が「技術開

発主要課題」と「要素技術」の２つよりなる

として，開発方法に２つのアプローチの仕方

を考えている。第１は，「主要技術課題」の

リストを順番にあたり，その技術的間題点や
’
工
学
的 に必要とされるデータの種類を明らか

にすることによって，まずデータベースの引

き出しを整傭し，次いで各課題ごとに作られ

た引き出しの中にデータを収集してきて入れ

るという方法である。第２は，「要素技術」

ごとに「主要技術課題」のそれぞれにどのよ

うな技術的間題点があるかを拾い出し，これ

をデータベースの引き出しとして用いる方法

-1
第２の方法を主とし第１の方法を従とした組

み合わせ方式が考えられ，材料技術分科会で
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は第２の方法によって第１年度の活動を行っ

た。この第２の方法に従う場合，「要素技術」

があらかじめ定まっている必要があり，材料

技術分科会でこれが可能であった理由は，「高

強度材料」，「耐熱材料」等々，すでにある程

度要素ごとに分類が行われていたことによろ

う。一方，機械技術に関しては，エネルギー

技術という広範な分野に関し未だ十分な整理

が行われていないと考えられるので，まず，

「要素技術」の体系化から始める必要がある。

そこで本分科会では，第１の方法によってデ

ータベースの開発を行うことにした。すなわ

ち，各「主要技術課題」ごとた，その技術的

問題点や工学的に必要とされる基本的事項を

機械技術の観点から明らかにしつつ，まず，

「要素技術」の摘出を行い，次いで「技術の

特性値」・を定めてデータベースの引き出しと

し，データの収集へとすすむ方法である。「要

素技術」「技術の特性値」という引き出しめ

構築の仕方と，それらに入れるべぎデータの

選択に，本分会メンパーの個性が出るわけで

あるが，一面では専門家からみて適当と考え

-1
ベースの特徴でもある。

　それではエネルギー技術という分野におけ

る機械技術とは具体的に何を指すのであろう

か。本分科会としては，「エネルギーの変換，

貯蔵，輸送等のいわゆるエネルギー技術にお

いて，基本的な原理を実在のものとして実現

するための，機器，装置等の設計や製造技術」’

として機械技術を定義することにした。この

場合，エネルギー変換装置を例にとると，「プ

ラントエ学」と呼ばれる分野に近いと考えら

れる。すなわち，・機械技術とは，エネルギー

技術をプラント，機器，装置などの観点から

みることになる。

　このような機械技術について，「要素技術」

等の摘出や必要なデータの収集という活動を

１年間にわたり行ったが，それらのうち主要

なデータを選び出してハンドブック化したも

のが「エネルギー技術データハンドブッ’ク機

械技術編第１次版」である。これは，’データ

ベース用に収集したデータのうち，有用性が

高いと思われるものを選び出したものであっ

て，これ自身でも有用な情報源であるが，さ

らに将来，データベースの利用に際しキーワ

ードを利用者が選定するための手引きとして

の役割り，すなわち，データベースのカタロ

グ的な役割りを有するものである。

　ところで，このデータベース又はハンドブ

ックが如何なる人を利用者と考えているかと

いうと，本委員会報告書にも言己されているよ

うに，それは「当該事項の直接の専門技術者

でなく，それを周辺事項として関心を持？必

要のある技術者」であり，どのようなデータ

-1
データ．（必ずしも学術的に非常に精度が高い

とか詳しいものである必要はなく，全体像を

容易に把みうるようなもあ）」である。この

データ類は将来公開されることを考慮して，

できるだけ公開可能な資料からの収集が行わ

れた。

３．機械技術データベースの特徴

　それでは，我々の考えている機械技術デー

タベースとはいかなるものであろうか。。それ

には，この研究のすすめ方の順序に従って説

明するのがわかり易い。．

　まず第１に，本分科会では各技術課題ごと
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に「要素技術」の摘出やデータの収集を行う

という上言己第１の方法をとることにした。そ

のなめには，とり上げるべき技術課題の選定

を行う必要がある。機械技術データベースと

して最終的にはできるだけ広い分野（技術課

題）をカバーする予定であるが，当面，機械技

術が比較的主要な位置を占めているもので，

かつ公開可能なデータが得易いものを選定す

ることとした。選定に供する候補課題は，主

に本委員会第１年度報告書３３頁のエネルギー

技術開発主要課題によることとし，これに科

学技術会議の「エネルギー研究開発の長期目

標（昭和５０年７月）」の中のエネルギー技術

開発課題などを参照して補足した。このよう

にして選定された技術課題は表１に示すよう

に２４課題である。

表１　取上げた技術課題

４．エネルギー有効利用

-1
４．２ガスタービン・蒸気タ丁ビン複合発電

４．３水素エネルギー

４１４排熱利用

４．５　資源再生利用

原子カエネルギー

軽水炉

重水炉

高速炉

嵩温ガス炉

核融合炉

海水ウラン採取

５．共通要素技術

　　１低温超電導

　　２　　ヒートノ｛イフ。

１

２

３

４

５

６

２　化

２，１・

２．２

２．３

２．４

２．５

；百　燃　料

石炭ガス化

石炭液化

オイルサンド・オイルシェール精製

石炭流動層燃焼

-1

３　自然エネルギ．

３．１太陽熱冷暖房システム

３．２太陽熱発電

３．３地熱発電

３．４波カ発電

３．５海洋温度差発電

　次に，選定された各技術課題ごとに，原理

図，機器系統図，プラント仕様の収集が行わ

れた。これらは，各技術課題の内容を理解す

る上で最も有用なものであること，特に機器

系統図は，それ自体が重要なデータであるば

かりでなく，「要素技術」の摘出に用いること

ができること，などの特徴を有するものであ

る。そこで本分科会の基本的な作業として，

「原理図」，「機器系統図」や「文献リスト」

などの収集を行ったが，さらに，技術の現状

と将来，および各機器システムの規模などを

考える上から，「巳本および諸外国におけ．る

各プラント等の現状や開発工程」なども収集

データに含めた。

　以上の作業に引続いて．「要素技術の摘出」

がある。一般に各エネルギー技術課題ごとの

要素技術という場合，大きな分類では，材料

技術や機械技術などがそれぞれ要素技術とな

る。こ・こでいう要素技術は，そのうちの機械技

術をもう一段詳細にみたものであって，機械

技術における要素技術ということができる。

我々の機械技術がプラントエ学に近い分野で

あることを考えると，この場合の要素は各機．

器等であり，要素技術は各機器等の開発，設

計，製造，保全などにかかわる技術というこ

とができる。その際「機器系統図」の中であ
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る程度主要な役割を果している機器類を１つ

の単位として「要素技術」を考えることにす

る。例えば，熱交換器，蓄熱器，ヒートパイ

プ，ボイラ，弁，ポンプなどである。

　以上のように，各「要素技術」が摘出され

たら，それらの技術上の主要な特性を摘出す

る必要がある。これを「技術の特性値」と呼

ぶ。技術の特性値として第１に考えられるも

のは，システム全体あるいは主要機器類の仕

様書に書かれている特性である。例えば，容

量，効率，種類，使用流体，使用温度などで

ある。次に，機械技術としてのそのほかの重

要な特性を選び出す。これら技術の特性値が

データベースの引き出しとなるわけである。

利用者が利用し易い形でデータを入手できる

かどうかは，この技術の特性値の構成に依る

部分が大ぎいと考えられる。

　データベースの引ぎ出しが用意されたら，

次はデータの収集である。しかし，必要なデ

ータがなかったり，あるいは集積されたデー

タを別の形の引き出しへ入れた方がよい場合

もでてこよう。その時には，「要素技術」や

「技術の特性値」にさかのぽって，より適当

なものに構築しなおす必要がある。

　以上のようにして，技術課題を縦軸に，要

素技術および技術の特性値を棲軸に書いたマ

トリックス表がでぎ上る。このマトリックス

のます目にデータの番号を入れておけば，デ

ータ検索のインデックスの役割をすることと

なる。例えば，「熱交換器の種類」というよ

うな技術の特性値のデータ表を，いろいろな

技術課題について比較したい場合には，この

マトリックス表中の該当するデータ番号を縦

にピックアップしていぎ，選び出されたデー

タ表を参照すればよいことになる。

４．エネルギー技術データハンドプック機械

　　技術編第１次版について

　前にも言己したように，データハンドブック

は，データベースを構築する中から有用なデ

ータを抽出してハンドブック化したものであ

って，将来のデータベースのカタログ的役割

を粟すものである。ところで，本分科会の第

１年度の主なる活動内容は，原理図，機器系

統図の収集，プラントとしての仕様，開発工

程の調査など，データベース開発過程の前半

にあたるものであった。そこでこのハンドブ

ックも，各技術課題の現状や系統図，主要仕

様などのデータに絞ることにした。各技術課

題ごとに集められたデータの項目を表２に示

す。この中から各技術課題につき５～１０項目

のデータを選びハンドブック化を行った。

表２　データハンドブック機械技術編第１

　　　次版に取上げたデータ項目の種類

１．形式・分類

２．原理（図）／特徴

３．系統／構成（図）

４．システム主要仕様

５．プラント現状

６．開発工程

７．開発項目

８．利用分野

９．波及効果

１０．効率などの主な特性値

　ハンドブックにはまた，「エネルギー技術

のまとめ表」がのせてある。これは，各技術

課題ごとに技術の現状，開発工程，研究課題

をまとめ，さらにハンドブックに収められて

いるデータの番号どデータの分類，およびデ

ータの標題をのせたものであって，表３にそ

の例が示されている。利用者は，このまとめ
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表３　ま　と　め　表 （一部抜粋）

番

号
技術課題

原　子　カ

１．１ 軽　水　炉

現　　　　　状

　我国で現在運転中の発電

炉２２基のうち，２０基ま

-1
炉であって，発電容量約

-1

-1
ヘの大型化とともに，改良

標準化が図られている。

　また，信頼性実証試験や

安全性実証試験が行われて

いる。

開　　発　　工　　程

　第１次標準プラントの概

念にもとづいて建設される

-1
-1
島第二発電所２号機であ

る。

　昭和６０年までに，約

-1
になるよう計画がすすめら

れている。

研　　究　　課　　題

　稼動率向上や安全性の実

証のため，原子カエ学試験

センターを中心に信鰻性実

証試験が，また原研を中心

に安全性実証試験行がわれ

ている。

-1
機として，基準，設計，運

転管理面などから，安全性

確保対策が見直されている

-1

に入れた対策が大ぎな課題

となっている。

２．２ 石炭液化

　石炭を液状またぽ液体の

炭化水素に転換する技術で

日本でも１９４５年までは

盛んに研究されていた。

　現在各国で研究が進めら

れパイロットプラントにて

実験中である。

　国内ではサンシャイン計

画にて，ソルボルシス法，

-1
の研究の他三井，住友等で

も開発が行なわれている。

１９９０年初実用化。

-1
-1
イロットプラントが建設さ

れており，日本との協同研

究も開始予定である。

　ガス化に較べ液化に適し

た炭種の幅も狭いため炭種

の選定が必要である。又，

高圧（数百気圧）高温で水

素の存在下での反応である

ため，反応器の設計や材料

面の技術的検討が必要とな

る。
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掲　　　　載　　　　デ

データシート

-1 標

タ

題

-1
-1
-1

-1

-1
-1

-1
-1

-1
-1

-1
-1

-1
　　０〃　　　倉

８０２００８

８’０２００９

構　成

　〃

系　統

　〃

システム主要仕様

　　ク

プラントの現状

　　ク

開発工程

　〃

　〃

　〃

開発項目

　〃

　〃

　〃

軽水炉の動カ系主要部

軽水炉原子炉容器内部の構造

-1
-1
-1
-1
世界の原子カ発電設備容量

わが国の原子カ発電所の運転・建設状況

-1
-1
軽水炉の改良・標準化

軽水炉の改良・標準化の進め方

信頼性実証試験（資源エネルギー庁）

信頼性実証試験（資源エネルギー庁）

蒸気発生器信頼性実証試験

安全性実証試験（科学技術庁）

８０２０４９

８０２０５０

８０２０５１

８０２０５２

８０２０５３

　型式分類

系続’

　　ク

　　〃

開発工程

各種液化プロセス

-1

-1
-1
目本イ米国の開発研究の概要
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番

号

３．１

技術課題 現　　　　　状

自然エネルギー

太陽熱冷

暖房シス

テム

　工技院のサンシャイン計

画が１９８１隼に終了する。

これは

１）既存個人住宅用

２）新築個人往宅用

３）犬型建築物用

４）集合住宅用

　４テーマに分かれてお

り，各システムとも初期の

設計値通りの性能を発揮し

て終了する予定である。

開　．発　　工　　程

　実用期に入っており，広

範囲の普及が期待される。

研　　究　　課　　題

　今後の課題としては，ト

ータルシステムの最適化，

白動化を通しそのコストダ

ウンと，蓄熱技術の開発が

挙げられる。

４．４ 排熱利用

　国としては昭和５１年度

から準大型プロジェクトと

して，また昭和５３隼度か

らムーンライト計画の一環

として，研究開発を推進し

ている。これは工場排熱の

回卑利用技術を申心として

いるρこの他，地方自治体

によるごみ焼却排熱の利用

の推進や，民間企業による

多目的排熱利用システムの

開発など，各方面で並行し

て技術開発が進められてい

る。なお，省エネルギー全般

に関する指導機関として，

（財）省エネルギーセンター

が設置されている。

　ムーンライト計画の一環

としての研究開発は，当面

昭和５６年度末を目標とし

ている。しかし，現在でも

民聞企業等で多くの開発努

力がなされており，ムーン

ーライト計画以降もその実用

化に向けて民間中心に開発

が続けられると考えられ

る。

　ムーンライト計画では工

場排熱の利用のための，熱

回収・熱交換技術，熱輸送・

熱貯蔵技術，トータルシス

テムの開発を研究課題とし

ているが，この他回収可能

な排熱源すべてに二わたって

利用技術を開発レていくこ

とが必要下ある。
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掲　　　　載　　　　デ　　　ー

データシート-1
タ

標　　　　　　　　　　題

８０２０８０

・８０２０８１

－８０２０８２

８０２・０８３

８０２０８４

-1
-1
８０２０８６

原　理

〃

系　統

〃

〃

〃

　〃

システム主要仕様

ランキンサイクル冷暖房機

吸収冷凍機

サソシャイン計画既存個人住宅用

サンシャイン計画新築個人住宅用

サンシャイン計画大型建築物用

サンシャイン計画集合住宅用（夏期）

サンシャイン計画集合住宅用（冬期）

システム仕様例

８０２１３４

-1
-1

-1
-1
８０２１３７

-1
-1
８６２１３９

-1
-1

-1
-1
８０２１４２

型式分類

型式分嶺／開発項目

型式分類

原　理

　〃

　〃

系　統

システム主要仕様

系　統

　〃

　〃

型式分類／系統

　ク

構　成

排熱利用技術分類

ムーンライト計画における排熱利用技術開発

　　　　　　　　　　〃

擦熱利用熱回収・熱交換機器

　　　　　　ク

排熱利用用熱輸送・熱貯蔵機器

鋳造工場における多目的排熱利用システム実施例

鋳造工場における多目的排熱利用システム実施例

ごみ焼却排熱の利用例

中低温度排熱利用発電の方式

　　　　　　〃

冷熱利用発電の方式

　　　　〃

コミュニティエネルギーシステムの概念
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表により各技術課題の現状等を理解でぎると

・ともに，詳しいデータを知りたい時には，デ

ータの分類と標題覧からほしいデータの番号

・を知り，データ表を参照すればよい。その意

-1
スの役割を果すものである。

　また，データハンドブックの巻末には，各

技術課題ごとに参考文献を列挙してある。利

用者はこれら原文献を参照することにより，

さらに詳細な情報を得ることがでぎよう。

５．む　す　び

　機械技術分科会の発足以来約１年が経遇し

た。機器系統図等の検討から始めて，要素技

術を摘出し，技術の特性値を定めてデータを

収集するというデータベース開発の基本方針

は定まった。この方針に従いデータ収集作業

を始めたが，統一のとれた形でデータベース

として完成させるには膨大な作業が必要であ

り，１年間という限られた期間で第１年度の

活動を終結させるためには，ある特定の範囲

に絞った方がよいということになった。そこ＝

で，具体的にハンドブ㌧ク化を考え始めた後

半には，データ収集の焦点を各技術課題ごと

の開発の状況や，システムとしての総合的特

性（系統図，主要仕様など）に絞った。でき

上ったハンドブックのデータには，精粗いろ

いろあり，今後共継続的に良質のデータと差

し換える努カが必要である。

　第２年度以降の作業としては，取り上げる

べき技術課題の再検討，第１次版のデータの

見直しなど，本年度の活動結果を→層充実さ

せることも勿論含まれるが，さらに重要なこ

とは，要素技術の摘出と技術の特性値の選定，

およびデータの収集という，機械技術本来の

特徴をもつデータベースめ構築へとすすむこ

とがあげられる二機械技術分科会としても，

立派なデニタベースを完成させるべく一層の

弩力をする積りであるが，是非皆様方の御意

見，御援助をお願いする次第である。

　終りに，広範なエネルギー技術課題につぎ，

限られた時間にもかかわらず，資料の収集，

そして活発な討論に参加された機械技術分科

会の委員各位に深く感謝する次第である。

（なりあい．ひでき　筑波大学構遥工学系助

教授）

-1
　　８００ポ！エネルギー技術データハンドブックー

　　機械技術編（第一次版）一”（１９８０年７月）

　　として刊行しました。ご関心をお持ちの方の

　　ご利用，ご批判をお願いしまナ。
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石油連盟「アルコール混合ガソリン海外調査」

に参加して

平　野　稔　幸

１．　はじ’めに

　このたび５月初旬よ一り下句までの約３週間

にわたり，石油連盟から「アルコール混合ガ

ソリソ海外調査団」が欧米に派遣された。こ

の調査団は，石油代替エネルギーの一環とし

て最近各国で盛んに研究開発が行なわれ，一

部では既に実用化に踏み切ってレ、るアルコー

ル混合ガソリンについて，その製造および使

用の実態を調査し，わが国で実施する場合の

検討に資することを目的としたものである。

　この調査団は石油会杜のメンバーで構成さ

-1
-1
イタリア，フランス）との２班が編成された。

調査の対象としたのは，訪問国の政府関係機

関，大学研究所，学協会，石油会社，給油所，

化学会杜，自動車会杜など広い範囲にわたっ

ており，いろいろな角度からの調査が行なわ

れた。その内容については，アルコール混合

ガソリンに関する最新の情報として，調査報

告書にまとめられている。

-1
得，欧州４カ国の実態を調査してぎたので，

その内容を紹介したい。なお，当エネルギー

写真１．筆者，ボンにある連邦研究技術省

-1
-1
　　ル燃料計画の推進母体となっている。

総合工学研究所においても，昭和５４年度より

アルコール燃料に関する調査研究が行なわ

れ，その成果の一部が既に報告されている。

したがって，さらに今後の研究を進めるうえ

で，このたびの欧米での調査内容が若干なり

とも役立つことを期待したい。

２．調査の目的

昨今のたび重なる原油価格の高騰と流動的
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-1
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な供給状況により，アルコールの石油代替燃

料としての用途に大きな期待が寄せられるよ

うになってぎた。このアルコール燃料につい

ては，わが国では新燃料油開発技術研究の一

環として，本年度から大幅な国家予算を投じ

てフィージビリティ調査を含む技術開発が促

進されている。

　一方，諸外国での実情をみると，アメリカ

およびブラジルでは既にエタノールを混合し

たガソリンを実用化しており，その他に西ド

イツ，スウェーデン，ニュージーランドなど

でも，実用化のための実車走行テストを行な

っている。したがって，日本におげるアルコ

ール燃料のフィージビリティ調査の一環とし

’て，外国での実施状況および問題点の把握は

不可欠である。石油業界としても今後の二一

ズに対処できるよ一う・欧米の実態を調査する

必要があるとして調査団が派遣された。

　国ごとに指向するデルコール燃料は異な

-1
-1
問国（欧州）では天然ガスや石炭などから生

産するメタノールに主眼を置いているのが特

徴といえる。また，アメリカ，ブラジルでは

既にアルコール燃料を実用化しているが，欧

州ではまだ研究開発の域を脱していない。し

たがって，現在のところ欧州の状況について

-1
の調査結果も興味深いものがあると思う。

-1
化学会杜，自動車会社の合計１７カ所を訪間し

た。次に，訪問国ごとの調査概要を述べる。

３．各国の概要

３．１西ドイッ

-1
アルコール燃料の研究に積極的なのが西ドイ

ツである。この国は豊富な石炭資源を有して

いるところから，わが国と比較すると一次エ

ネルギーの石炭依存度が約３０％と高く，石油

への依存度は５０％程度にすぎない。しかしな

がら，石油のほとんどは輸入に頼っているの

で，今後その依存度を２０００年には４０％程度ま

でに下げようと計画している。代替エネルギ

ーの中心は原子力であり，その他に太陽熱や

バイオマス資源の利用の伸びも若干予想され

ている。

　石油依存からの脱却の一環として，自動車

用代替燃料に関するプロジェクトがあるが，

表１．訪間国の一次エネルギー消費構成　（１９７８隼）

国

スウェーデン 西ドイツ イタリア フランス 日本（参考）

項目

石　　　油（％） ７８ ４９ ７１ ６３ ７５

石　　　炭（ク） ５ ３２ ６ ２０ １５

天然ガス（ク） 一
１７ １９ １２ ４

原　子　カ（〃） ，４

一 一 一
２

水力，地熱（〃） １３ ２ １ ５ ５

薪炭，その他（〃） 一 一 -1 １ 一
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プログラム 予 算　　　　　　実用化時期

アルコール燃料

水　素　燃　料

電気およびハイブリッド自動車

８，８００万ドイツ・マルク

３，４００　　　　〃

１，３００　　　　〃

１９８５年

２０００年

　〃

そのプログラムはアルコール燃料，水素燃料，

電気およびハイブリッド自動車の３つから構

成されている。プロジェクトの推進母体は連

-1
金（約５０％）は総額１億３，５００万ドイツ・マル

ク（約１９０億円）で，この予算の内訳および

実用化時期は上表のように計画されている。

　以上のとおり，予算上はアルコール燃料が

主体で，全体の６５％が引き当てられることに

なっている。また，その実用化時期は１９８５年

を一応の目標としているところから，研究開

発期間は１９７９～１９８２年の４年間を見込んでお

り，スケジュールは図１のとおりとなってい

る。

-1

-1
-1

-1

-1

-1

-1

-1

１９７９年　　　　　　１９８０年　　　　　　１９８１年　　　　　　　１９８２年

図１．西ドイツにおけるアルコール混合ガソリンのテストスケジュール

　アルコール燃料プログラムは燃料の製造，

貯蔵，流通，配給に関する研究や，実車走行

テストなど多岐にわたるので，これに参加す

る民間企業も石油業界，自動車業界数杜に及

んでいる。まず，実車走行テスト用のメタノ

-1
バ杜とシェル杜の製油所で生産されており，

-1
杜が，冬季用（１０～３月）の生産はシェル杜

が担当している。混合方式は通常のガソリン

混合と変らないが，いずれも夏規格あるいは

冬規格に合格するよう管理されている。アル

コールの特性上，とくに蒸気圧とオクタン価

に充分配慮がなされているようである。

　アルコールを’ガソリンに混合すると，蒸気

圧が急激に上昇するため，べ一パ∵ロック現

象を生じて自動車の運転性に悪影響を及ぽす

ことが懸念される。その対策としてはメタノ

ール混合前のガソリンの蒸気圧を低く管理す

-1
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１■

１．

一１

-1
設定しており，白動車工薬界にこの規格に対

応した耐高揮発性の車の開発を要求している

とレ’われる。

　一方，西ドイツはアウトバーンとよばれる

高速白動車道賂網が整備されているため，車

の高速性能，加速性能がとくに要求されてい

る。そのために，ガソリンのモーター法オク

-1
っている。それに対して，メタノール自体の

-1
-1
-1
-1
非常に高くなっている点が注目される。

-1
配送され，国内３０カ所の給油所から販売され

ている（図２参照）。このうちのユ１カ所はベ

ルリンに集中しているが，残りの１９カ所は西

ドイツ全域に配置されている。そして，この

-1
-1
ユ００）使用のテスト．車もベルリンで数台走行

-1
-1
ーゼル車３０～５０台で走行テストを実施する計

画である。

写真２． ハンブルク郊外にあるアルコール混

-1
　シェル杜の給油所で，中央の車は

-1

写真３． 実車走行テストのデータ伝送システ

ム

-1
　車は，給油前に走行距離，燃費な

　どのデータを入力し，それが伝送

　されて集言十されるシステムとなっ

　ている。

-1

-1

-1
-1
-1
-1
　　下で測定した値。

-1
　　　ソリンのオクタン価のもう一つの表示法で，

-1
-1
　　在このオクタン価が主として用いられてい
　　　る。

-1
１５用テスト車は，現在の市販車とは若干仕様

が異なっているが，その主な変更点は次のと

おりである。

　（１）・蒸発係数の違いのために，キャブレ干

　　ターの再調整および空燃比の再調整を行

　　なっている。
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-1
-1
-1
-1

-1
-1
-1

（２）高揮発性対策として，燃料ポンプの能

　カ増加，燃料系統のレイアウトの変更を

　行なっている。

（３）低温始動性対策として，点火装置の高

　エネルギー化を図っている。

-1
　性のあるものに変更している。

このような仕様変更に対する自動車側の対

応として，既に自動車業界が１９８１年夏頃まで

-1
邦政府に約束しているといわれ，したがって

-1
されていることになる。

　前述のとおり，政府としては１９８０年代の半

ばにメタノール燃料を実用化したい意向のよ

うであるが，１９８２年に４カ年計画のアルコー
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-1

-1

-1

-1

-1

-1
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／

ル燃料プログラムが終了するので，その時点

でメタノール供給状況も考慮に入れて，その

後の計画が決定され之ことになる。自動車用

燃料としてのメタノール混合割合あるいはメ

タノール消費量は，主としてメタノール生産

量および自動車の適応度によって定まると考

えられるが，いずれにしろ，政府，自動車業

界，石油業界，その他を含む官民全体の意見

によることになる。このような西ドイツのア

ルコール混合ガソリン計画の成り行きは，国’

-1
いるようである。

　前述のとおり，西ドイツのアルコール燃料

計画は豊富な石炭資源，とりわけ褐炭の利用

と深い関連があるといえる。この国では，一

１９７３年の第一次石油ショックを契機として，

１９７４年から石炭の利用研究を始めている。石

炭の利用形態としては直接液化する方法と，

いったんガス化してから液体を合成する方法

とがあるが，西ドィツではメタノールを石炭

から製造できる液体燃料のなかで，最も安価

なものと評価している。

　メタノール製造会杜としては，フェーバと

-1
が，いずれも現在の製造は減圧蒸留残油を原

料としたシェル式ガス化法を採用している。

-1
生産用原料を，数年後にライン地方の豊富な

露天掘り褐炭に転換すべくパイロットテスト

の最中であった。

　一方，西ドイツではエタノールを燃料とす

る計画はほとんどないようである。自動車会

杜として，フォルクスワーゲン杜を訪問した

が，ここではメタノール燃料車の研究に積極

-1

があった。しかしながら，エタノール燃料車

の研究開発には全くノータッチで，すべてブ

ラジル・フォルクスワーゲン社に任せている

ということであった。

　３．２　スウェーデン

　この国では一次エネルギーに占める輸入石

油の割合が８０％近くにも達しているため，今

後１０年間にこの割合を極力減少すべく，重油

に代替可能なエネルギーを重点的に開発しよ

うとしている。本年３月の原子力発電の賛否

を間う国民投票の結果，賛成派が勝利を収め

たニュースはわれわれの言己慮にもまだ新しい

が，それだけにエネルギー間題を切実に受け

とめている。原子カ発電は現在の６基を１２基

まで増加することになったようであるが，さ

らに原子力以外にも豊富な森林資源や風力の

利用，あるいは輸送用合成燃料の研究，調査

を行なっている。

　アルコール燃料の研究につレ・ては，政府と

自動車メーカーであるボルボ社とが折半出資

して，１９７５年にスウェーデン・メタノール開

-1
合ガソリンの実用化テストを行なっている。

本年５月現在，国内４カ所の給油所において

-1
約５０台，ディーゼルバス２台となっている。

この夏からは給油所を１７カ所に増加してほぼ

全国をカバーし，さらに１，０００台の車で２年

間テストを継続する計画といわれる。これに

投資する政府の予算は，・１９７８～１９８１年の４年

間で自動車用代替燃料の研究に２，４００万スウ

ェーデン・クローネ（約１４億円），メタノー

ル供給源の研究に約２，２００万スウェーデン・ク

ローネ（約１３億円）となっている。そして，
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-1
　　　　　スウェーデン国内に４カ所ある

-1
-1
　　　　　１４２．７２スウェーデン・クローネ

　　　　　（約１６０円）と価格が表示されてい

　　　　　る。

国の助成金９０％，産業界の出資１０％で研究が

実施されている。

-1
を計画しているが，メタノールの確保を中心

として多くの問題を抱えている。この国では

現在の化学用メタノール１３万トン／年のほぼ

全量を主としてオランダから輸入・しており，

今後も短期的には輸入に頼らざるを得ない。

したがって，自動車燃料に使用するだけの充

分な量を確保できる見込みはない。なお，長

期的には国内資源である泥炭，木材の利用を

考えているが，技術的に確立されたものでは

なく，実用化は１９９０年以降になるものとみら

れる。

３．３イタリア

この国の一次エネルギー構成も輸入石油に

７０％程度依存しており，エネルギー供給が非

常に不安定な状態にある。以前はもっと依存

度が高かったが，第一次オイルショックを契

機に一部輸入天然ガスに切り替えたため，そ

の分だけ石油の比率は低下した。しかしなが

ら，原子力の伸び悩みや国内石炭資源の乏し

さから石油火力の比率は高く，重油を中心と

する石油依存はしばらく続くものと思われ

る。

　イタリアにおけるアルコール燃料計画は，

-1
-1
が中心となってその具体化の検討を進めてい

る。今の段階ではまだ商業化を目ざしたよう

な具体的なものではないが１内容的には幅広

く，かつ独自の思想に基づいて積極的に推進

している。とくに，メチルフユーエルという

アルコール燃料を基本にしているのが特徴で

ある６

　メチルフユーエルとは，合成ガスからメタ

ノールを合成する過程で副生する高級アルコ

ールが，そのままメタノール中に含有される

ものを称しており，いわばメタノールを主体

とする混合アルコールのことである。メタノ

ール単体を混合するガソリンには相分離，蒸

気圧上昇，発熱量低下などの問題があるが，

高級アノレコールを含有するメチルフユーエル

では，これらの問題を緩和する点が特長であ

る。

　メチルフユーエル２０％混合ガソリンを使用

した実車走行テストが，１９７７年から１２台の

車によって実施されており，昨年からはその

数も４０台に増加された。来年あたりからは，

１，０００～２，０００台の車を動員するとともに，製

油所から給油所までの広範なディストリビュ
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一ション・テストを含む大規模なテストを計

画している。

　メタノール生産の原料として，将来は石炭

を主カ原料としたい意向のようであるが，前

述のとおり国内石炭資源は乏しい。その他に

もこれといった国内資源がないだけに，結局

のところ天然ガス，石油系重質残澄，石炭，木

材などガス化原料を多様化する考えである。

　エタノールに関する研究は，その使用方法

よりも，むしろ生産方法に主眼が置かれてい

る。その一例として，てん菜を原料とするエ

タノール醸酵のフィージビリティ・スタディ

結果の報告を受けたが，これは栽培したてん

菜の一部を砂糖の生産に振り向けるという砂

糖，エタノール併産方式をべ一スとしたもの

である。

　３．４　７ランス

　この国でも輸入石油への依存度は７０％近く

に達しているため，原子カ発電の推進と石炭

への切り換えを計画している。ただし，石炭

も半分以上を輸入しているために，とくに原

子力発電への期待が大ぎいようである。この

点は国産炭の豊富な西ドイツとは状況が異な

る点で，必然的にアルコール燃料開発への意

欲も異なる。すなわち，現在のところ実用化

を目ざす具体的なスケジュールはなく，研究

にもあまり力を入れていない。わずかながら，

合成ガスやセルロースなど種々の原料からメ

タノール，エタノールを製造する方法につい

て研究している。たとえば，フランス石油研

-1
エタノールを主成分とする混合アルコールを

製造するプロセスを開発し，現在パイロット

テストの段階にある。そして，エタノールの

製造に関して，醸酵法と合成法との製造コス

トを比較検討している。

４．欧州４力国の総合評価

　以上，４カ国の実態について紹介したが，

いずれもわが国と同様にエネルギー資源，と

くに石油に乏しいため，輸入石油に大きく依

存しなければならないという共通した事情を

持っている。そのために石油消費を極力低減

しようと計画しているが，国内資源，石油製

品需要構成，あるいはその他の国情の相異に

より，石油代替として何を最優先するかは当

然異なる。したがって，アルコール燃料に対

する基本的な考え方も，国ごとあるいは業界

ごとに多種多様であり，集約することは難し

いといえる。

　西ドイツ，スウェーデン，イタリアでは，

前述のとおり政府が推進母体となっており，

政府の強い要望を受けた石油会杜，自動車会

杜が研究に参画している。政府の意欲に対し

て民間企業の反応は複雑であり，一部にはや

や否定的な考えもあった。それは主としてア

ルコールの確保や経済性，あるいは石油節約

の効果などを疑問視していることによる。し

かしながら，実用化の可育旨性は別として，現

段階での研究の必要性は民間でも認識してい

る。

　各国とも政策的，経済的な観点から，国情に

見合った形で研究開発が行なわれているが，

アルコールの製造および原料の確保を中心に

幾多の問題を今後解決せねばならず，最先端

をいく酉ドイツでさえも実用化は１９８０年代半

ばになる見通しである。そして，スウユーデ

ンなどの関心を持っている国も，西ドイツの
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動向に追随するような感じを受けた。

　自動車燃料として用いるアルコールはメタ

ノールかエタノールにほぽ限定されるが，欧

州ではやはりエタノールよりもメタノール指

向型であり，混合割合も１５％程度が一般的な

考えのようである。これは量的なバランスお

よび自動車エンジンその他の機器材質への影

響の程度などを勘案した結果である。

　また，エタノールについての研究は，てん

菜の醗酵に関するフィージビリティ調査程度

で，燃料としての実用化は今のところ考えて

いない。今回訪問した４カ国のうち，スウェ

ーデン以外は国民１人当りのアルコール消費

量が，世界１，２位を競うほどの飲酒王国であ

る。それが原因というわけでもなかろうが，

エタノールは自動車燃料として使用するので

はなく，あくまセ人間が飲むものであること

を強調し下いた。

　その他に，メタノールに関連した間題とし

-1
-1

ン価ガソリン製造のためのモービル法につい

ても調査した。いずれもメタノールを原料と

して製造されるもので，オクタン価向上への

寄与という点で，メタノニルと競合関係にあ

る。各国ともプレミアム・ガソリンの比率が

日本よりはるかに高く，その上にアルキル鉛

の規制が年々厳しくなることにより，低鉛あ

るいは無鉛の高オクタン価ガソリン製造は重

要な課題である。このような状況のなかで，

-1
おり，各国で盛んに利用する動きがある。し

かしながら，メタノールと並んでもう１つの

製造原料であるイソブチレンの確保に限度が

あり，この点が最大のネックとなるものとみ

られている。

　今回の３週間にわたる調査では，欧州４カ

国におけるアルコール混合ガソリンの実情を

かなり把握できたと思われる。わが国で研究

を開始する場合に，この調査結果が参考にな

ることを期待したい。

　（ひらの　としゆき，元研究員，現興亜石

　　油㈱企画部）
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「放射性廃棄物の管理と処分に関

-1
徳　下　善　孝

１．はじめに

　今年（１９８０年）の５月２０日から２３日にか

けて，ルクセンブルグ市で，「放射性廃棄物

の管理と処分に関する第一回欧州共同体会議

-1

-1

-1
に参加する機会をえたので，以下でこの会議

の概要を報告する。１）

-1
と賂言己）の研究・科学・教育局が主催し，・１９７５

-1
する研究開発計画（第一次）の結果を討論する

目的で開かれたものである。参加者は約３５０

-1
-1
加，日合せて３０人程度であった。発表論文は，

-1
　話の順序として，まず，本会議の背景とな

-1
（注）１）本会議への参加報告は，当研究所から

　　　下記報告書として刊行されている。

-1
　　　処分に関する第一回欧州共同体会議出席
　　　報告」（昭和５５年６月）

写真・１ -1
ある建物

写真・２ 「放射性廃棄物の管理と処分

に関する第１回欧州共同体会

議」の会場となった　ニュー

シアター

-1
を簡単に紹介した後，本会議の議事概要を報

告することとする。
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-1

-1
-1
シュスター氏２）のオープニング　スピ〒チが

参考となる。’

　彼の主張するところは次の３点に要約され

-1
石炭の開発，省エネルギーの促進，新エネル

ギーの開発，等々広く石油代替案を検討する

と，原子カがエネルギー供給源ξして最も重

要な役割を担っており，今後その供給カを着

実に増加させていく必要がある。（２）このよ

うな基本認識にたち，加えて，ウラン需要の

-1
めとする種々の事情から，’原子カ開発利用を

進める’べく’，

　①パブリック　アクセプタンス

-1
　⑧核拡散に対する保障

　④ウラン資源の安定確保

・⑥核燃料サイクルのバックェンド

の５つの問題の解決が求められている。

-1
には，⑥の核燃料サイクルのバックエンドの

問題解決に是非とも高いプライオリティを置

くべきである。

-1
性廃棄物の管理に関する研究を開始してい

-1
-1
されている。このような共同研究形式をとる

-1
-1

-1

ことは，技術開発の総合性の確保，研究開発を

どこまでやればよいのか，．とい一う一程度につい

ての判断基準の検討を各国個別でなく地域全

体として行えること，’講問題についてのコン

センサスが得られ易いことなどの点で有益で

-1
-1
-1
本も参加しようと思えばできる。

-1
のとζろ，廃棄物の管理・処分方法として，

分散ととじ込めの２方法が考えられている。

すなわち，①低レベル放射一性廃棄物に対して

は分散（希釈放出）の方法が採られており，

②中レベル放射性廃棄物について減容固化後

貯蔵の方式が，⑧高レベル放射一性廃棄物につ

いては安定した物質にとじ込め，その後処分

する方法が採用されている。

　これらの管理・処分方法についての研究開

発の要点を次章で述べよう。

-1

-1
-1
態があり，研究許画は三段階に分けられてい

-1
国で適用・提案されている放射性廃棄物の管

理の政策についての一般的な考察を行い，②

軽水炉燃料サイクル関連施設から発生する放、

射性廃棄物の量と形態を詳細に検討し，そし

て⑧放射性廃棄物の処理処分技術のうち工業

規模となりうるものを評価することを目的と

している。次の第皿段階で’は，現在開発中，

または将来大規模化が予想されるような各種
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技術に関する検討と解析を行う予定であり，

-1
と原子カ発電の開発言†画を考慮しながら，各

種放射性廃廃物への新技術適用のインパクト

を評価するために，それまでに得られた講緕

果を比較することになっている。

　開発の現時点における各分野の間題意識を

要約すると，次のようになろう；

　（１）中・低レベルの放射１性廃廃物

-1
-1
-1
るすそ切リ’てそれ以下のレベルでは放射性廃

棄物として扱はないとするレベルの設定）も

-1
α廃棄物３）を含むものにづいては十分減容し’

た後に長期間貯蔵し，いずれ最終処分に移行

することが望ましい。

　（身）・・クラッディング　ハル等の処理につい

　クラッディング　ハルのような放射能レベ

ルの高い固体廃棄物も減容処理が重要である

が，この場合には，圧縮減容，共晶融合，

-1

等によることが考えられるら’

-1
二気体状の廃棄物としではグリプートンー８５，ト

リチウム，ゴウ素一１２９が間題となる。特にヨ

ウ素一１２９は固化体に閉じ込めたとしても浸出

率が高く，一その扱い方ば今後の重要課題であ

る。

・
・
（ ４）地層処分における検討項目

（注）３）α、廃棄物とは，α線を放出する核種お

よびそれを含む（それに汚染された）も

のめこどを総称したものである。

　地層処分の対象は主に高レベル放射性廃棄

物といわれる再処理過程から発生する廃棄物

であるが，この場合，①地層ρもつ閉込め能

カ，②処分場の安定性に対する熱負荷の影

響，③深地層における地下水の挙動，④処分

場の士学的実現可能性，⑤その環境インパク

ト（パブリック　アクセプタンス）などにつ

いて検討する必要がある。さらに各種物質の

特性，パラメータ諸量等に関するデータベー

スの作成が急がれる。

４．会議の概要’・

　この会議は８つのセッション、（開会セッシ

ョンと７つの技術セッション）と３つの技術

パネル，そ．して最終パネルから構成されてい

-1
画の要約が行われ，１４人のスピーカにより，

-1
研究開発の展開の現状と将来，が述べられ

た。ひきつづいてナ技術セッショ．ンが順次開

かれ，その途中にパネル討論会がもたれ今後

の課題について，多＜の議論がなされた。

　第１セーツションは，α廃棄物とクラッデ１イ

ング　ハルの管理技術が主題で，主として減

容と固定についての技術開発における進歩が

披露された。第２セッションでは，高レベル

放射性廃棄物の工学的貯蔵，一化学分離，核変

換の概念とその可能性がテーマとしてとりあ

げられ”第３セッションでは気体状廃棄物

-1
その管理と一研究開発の現状が報告され，引き

続く技術パネルー１では，これらの課題分野の

今後め研究開発の卒り方午ついて討議が行な

-1
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-1
-1
技術的な間題よりも，むしろこの概念の政策

的実現性に焦点があてられ，最適化を行うこ

とにより，何をどこまでやればよいのか，と

いう具体策については，必ずしもうまくまと

まらなかったように一思、われる。

　第４セッションでは，低レベル・中レベル

-1
る技術開発の現状と間題点が報告され，第５

セツションでは，高レベル放射性廃液の各種

固化体の評価報告が行なわれた。このセッシ

ョンの報告を受けて，技術パネルー２が開かれ，

高レベル放射性廃棄物の固化体の設言十条件に

ついて，活発に意兄が出され，固化体の代替

技術（リン酸ガラス）に対する認識が深め

られた。また，この席で米国のメンデル氏

-1
-1
子九に係わる放射性廃棄物の安全な処分を確

実なものとする為の材料データベースを整備

することを目的としており，廃棄物の処理・

処分に関連する材料仕様，試験基準，品質管

理手順，および許認可のための基礎固めをし

ようというものである。収集するデータには，

使用済燃料，超ウラン廃棄物，廃棄物の処分

形態（工学バリア）と，それぞれについての

ヨ簑境との相互作用を対象としており，①放射

線学的特性，②物理・化学的特性，⑧冶金学

的特性，④組織の微細構造・浸出率・腐食率，

（注）４）米国，バテル　ノースウェスト研究所

-1
-1
-1
-1

-1

⑤化学反応度・安定度・揮発性，等々，につ

いての特性値を含むことになろうとされてい

る。なお，材料データとその試験の手順につ

-1
ており，今後ハンドブックの発行７）を予定し

ていることもアナンスされた。

　続いて，第６セッションでは，各種地質媒

体（岩塩層，赫晶質柑，粘土堆積岩）へめ処

分に関する研究開発の現状が述べられ，処分

施設の概念設計が報告された。次の第７セッ

-1
各国の研究開発の動向が紹介された。このセ

ッションでは，リスク解析の面からの検討も’

報告され，①方法論の確立，②データベース

の整備，⑧バリヤーシステムの確立，④アク

セプタブルレベルの検討，といった課魑のあ

ることが結論としてまとめられた。

　技術パネルー３は技術総括のパネルであり，

各国の計画と技術判断の検討がなされた。こ

のパネルでは，中レベル廃棄物の処分が量的

兄地からも，高レベル廃棄物処分の先駆けと

いう見地からも，重要であること，地層処分

-1

の必要性とその有効性の検討が今後の課題で

あることが強く指摘された。

-1
が発表された。この中で，パブリック　アク

-1
国エネルギー省）は廃棄物の問題を考える

時，次の三点が重要であることを強調した。

①　発電をする限りリスクがあり，電力を使

　うかぎりリスクを受け入れなければならな

　いことを公衆に正確に伝えること。

②　原子力に係わる廃棄物は種々の産業その

　他の廃棄物の申では扱い易い方だと伝える
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　こと。

⑨原子カ技術をわかりやすく伝えること。

　そのためには，国民と産業の間に通訳が必

　要であるが，原子カ産業側は信じられてい

　ないので，媒介者として外部の人が必要で

　ある。

．一また，エッケルド氏（スウェーデン原子カ

規制部）は，・「廃棄物の問題はクリティカル

なものとは思わない。むしろ原子炉運転員の

問題の方が重大である。しかし，廃棄物の間

題は，１万年後に人が死なないことを言う必

要があることから，重要な間題で奉る．ことは

確かである。」と述べ，現在スウェーデンが進

めている核燃料サイクル管理プログラムの実

施スケジュールを示した。

　このパネルで印象的であったのは，廃棄物

-1
-1
う点を一パネリストが一致して強調していたこ

とである。

　議長を務めたシュスター氏は最後に本会議

は誇国民に対し次のようなメッセージを発す

ると述べ，会議はその全日程を完了した。

-1
　能なものであると考えている。」

・②「われわれはその実施のために，なお作

　業をつづける。」二

　（ξ。くした　よしたか　前副主任研究員，

　現電源開発㈱企画部）一
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研究所めうごき

　　　（昭和５５年７月、１日～９月３０日）

◇　理事会開催

　　第７回理事会

-1
場所：当研究所第１会議室

議　題：

　（ユ）昭和５５年度運営費借入限度額の増額について

　（２）理事の一部改選について

◇　企画委員会開催

　　第１０回企画委員会

-1
場所：当研究所第２会議室

議　題：

　（１）技術開発政策の経済学

　　一最適投資配分ならぴに資金調達・コスト負担

　　の論理を中心として一

　（２）鉄鋼業の省エネルギー対策の成果と今後の課

　　題

　（３）その他

◇　主なできごと

７月１日（火）　「原子カプラント運転信楓性」研

　　　　　　究会開催

　　　　　　　　「エネルギー技術データベース体

　　　　　　系化法開発研究」第５回委員会開催

　　４日（木）　「海水ウラン等回収システム技術

　　　　　　開発調査」第１回委員会開催

　　２１日（月）　「ローカル・エネルギーシステム

　　　　　　標準化調査研究」第２回委員会開催

　　２２日（火）　「バイオマス調査」第１回委員会

　　　　　　開催

　　２５日（金）　「新・省エネルギー技術課題の評

　　　　　　価の調査」第３回委員会開催

-1
　　１１日（月）　第１０回企画委員会開催

　　２２日（金）　「放射性廃棄物輸送の安全評価」

　　　　　　第１回委員会開催

　　２３日（土）　「国内バイ才マス資源によるアル

　　　　　　コール生産の調査」第１回委員会開

　　　　　　催

８月２６日（火）　「新・省エネルギー技術課題の評

　　　　　　価の調査」第４回委員会開催

　　２７日（水）　「エネルギー技術データベース体

　　　　　　系化法の開発研究」及び「将来にお

　　　　　　けるエネルギー立地の構想と評価調

　　　　　　査研究」の昭和５４年度研究成果を電

　　　　　　カ中央研究所に報告

　　２９日（金）　「廃炉技術基準等確立調査」第１

　　　　　　回委員会開催

９月５日（金）　第７回理事会開催

　　９日（火）　「高レベル廃棄物地層処分のリス

　　　　　　ク解析」委員会開催

　　ユ７日（水）　「ローカル・エネルギーシステム

　　　　　　標準化調査研究」第３回委員会開催

　　２５日（木）　「燃料電池エネルギーシステム研

　　　　　　究調査」第１回委員会開催

　　２６日（金）　「新・省エネルギー技術課題の評

　　　　　　価の調査」第５回委員会開催

　　２９日（月）　「原子カプラント運転信頼性」研

　　　　　　究会開催

◇　人事異動

　下言己の新入及び退所の人事発令が行なはれた。

（氏　名）　（発令月日）　　　（所　　　属）

〔採　用〕

松井　一秋

下岡

４月１日

浩　　　　〃

黄　　明彰

高岡　朋代

後藤恵美子

田中　敏雄

西沢靖雄
佐藤　綾子

高橋和雄

菅野　一郎

飯沼　孝正

山本　彬夫

４月２１日

　４

５月１５日

７月１５日

７月２８日

ク

主任研究員，プロジェ

クト試験研究部

研究員，プロジェクト

試験研究部

　　〃　　　　　　　　ク

　　〃　　　　　　　　〃

研究員，調査部兼企画

部

主任研究員，プロジェ

クト試験研究部

　　〃　　　　　　　　〃

経理課

プロジェクト試験研究

部課長（業務担当）

副主任研究員，プロジ

ェクト試験研究部

副主席研究員，プロジ

ェクト試験研究部長

副主席研究員，調査部

兼プロジェクト試験研
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〔退　所（派遣解除）〕

徳下　善孝　　９月１日

究部

副主任研究員，プロジ

クト試験研究部

◇　そ　の　他

　外国出張

　高倉毅主任研究員は，日本エネルギー経済研究所

の依頼により，「海外バイ才ママ資源によるアルコ

ール生産に関する現地調査」のため，８月２５日～９

月１３日の間，インドネシアに出張した。

　また，楠山藤一主任研究員は，第１１回世界エネル

ギー会議に出席する等のため，９月６日～９月２０日

の聞，西独，オーストリア，ペルギーに出張した。

’
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